
 

 

 

 

 

地域密着型通所介護サービス 

 

重要事項説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 1 - 
 

地域密着型通所介護 重要事項説明書 

 

この地域密着型通所介護 重要事項説明書は、当事業所の運営規定や勤務体制、その

他重要事項を記したものです。利用者またはその代理人（ご家族等）に対してこの文

書を交付しご説明申し上げることは事業者の義務として法令上規定されています。 

 

１．サービスを提供する事業所の概要 

事 業 所 名  株式会社 灯虹  

【デイサービス 向日葵】 

所 在 地 奈良県桜井市大字池之内 997 番地 

電 話 番 号  ０７４４－４３－２３８７ 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 ０７４４－４３－２３８８ 

介護保険指定事業者番号  

サービスを提供する地域 桜井市 

損害賠償責任保険加入先 東京海上日動火災保険株式会社 

 

 

職 

 

員 

 

体 

 

制 

 

職 種 常  勤 非常勤 計 

管理者 兼 生活相談員 １人 人 １人 

生 活 相 談 員 人 人 人 

事 務 職 員 １人 人 １人 

サービス従事者 

看護師 1 人 人 1 人 

准看護師 人 人 人 

理学療法士 １人 人 １人 

介護福祉士 1 人 人 １人 

ヘルパー１級／２級修了者 1 人 1 人 2 人 

その他（送迎運転手・無資格者） 1 人 1 人 ２人 

営 業 日 日曜日から金曜日（年末年始休暇＜1/1～1/3 を除く） 

休 業 日 土曜日 

営 業 時 間 ７：４５～１８：００ 

サービス提供時間  ８：００～１７：３０ 

 

２．事業所の目的 

● 別 途 定 め る 指 定 地 域 密 着 型 通 所 介 護 事 業 所 運 営 規 定 に よ り 、      

「株式会社 灯虹」が開設する「デイサービス 向日葵」のデイサービスセンター

が行う指定地域密着型通所介護事業の適正な運営を確保する為に、人員および管理

運営に関する事項を定め、要介護状態にある高齢者に対し適切な指定地域密着型通

所介護のサービスを提供することを目的とします。 
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３．事業所の運営方針 

● 事業所のサービス従事者は、あらかじめ利用者の心身の状況、生活環境、本人およ

び家族の希望等を尊重して作成した地域密着型通所介護計画に基づき、利用者がそ

の有する能力に応じて居宅において自立した日常生活も営むことができるよう支

援することを目的として、当デイサービスセンターにおいて入浴および食事の提供、

生活などに関する相談・助言・健康状態の確認、その他利用者に必要な日常生活上

の世話及び機能訓練等を適切に提供します。 

また、利用者の社会的孤立感の解消並びに利用者の家族の身体的および精神的負担

の軽減を図ります。 

● 事業の提供に当たっては親切丁寧に行うことを旨とし、利用者またはその家族に対

しサービス提供方法等について理解しやすいように説明を行います。特に認知症の

要介護者に対しては必要に応じ、その特性に対応したサービスの出来る体制を整え

ます。 

● 事業の実施に当たっては、関係市町村、地域の保険・医療・福祉サービスとの綿密

な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めます。 

 

４．サービス内容 

●当デイサービスセンターへの送迎、センターにおいての入浴および食事の提供（こ

れらに伴う介護も含みます）、生活などに関する相談・助言、健康状態の確認、その

他お客様に必要な日常生活のお世話、ならびに機能訓練を行います。 

 

５．その他 

＜感染症受入れ＞ 

要相談 

※ 但し、主治医の診断により感染の危険が無いとの結果による。 

＜器具使用者受入れ＞ 

ストマ、カテーテル、胃ろう、在宅酸素 

※ 状況によるため要相談 

 

６．利用料金 

＜サービス利用料＞ 

厚生労働省の定める公定料金の通り （別紙料金表参照） 

 

＜料金のお支払方法＞ 

● お支払いは、毎月末締めの翌月末支払いとなります 

● お支払いは、口座引落しとさせて頂きますが、事業所が指定する銀行口座への振込、

ご集金も可能です。 
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＜キャンセル料＞ 

サービスの利用をキャンセルする際には、すみやかに当事業所までご連絡ください。 

サービス利用日の前日営業時間以降のキャンセルについては、１サービスに付、 

『金１，０００円』を請求させていただきます。但し、利用者の病変・急な入院等 

特別な事情による場合には、この限りではありません。 

※サービス利用日の前日営業時間内にご連絡いただいた場合にはキャンセル料は

いただきません。 

※ キャンセル料は介護保険対象外の為、別途消費税がかかります。 

 

７．サービスのご利用についての注意事項 

＜実施するサービスについて＞ 

● 地域密着型通所介護サービスは、居宅サービス計画および地域密着型通所介護計画

に基づいて提供いたします。 

● 居宅サービス計画および地域密着型通所介護計画で定められた以外の業務を  

サービス従事者に依頼することはできません。 

● サービス内容の変更に関しては、利用者またはご家族が直接サービス従事者に指示

することはできません。サービス実施に関する指示・命令はすべて事業者が行いま

す。 

● サービス内容の変更については、ケアマネジャーまたは当デイサービスセンターの

管理者または生活相談員にご依頼ください。 

● 利用者は、事業所の施設、設備、敷地をその本来の用途に従って利用し、事業所の

施設、設備を故意又は重大な過失により滅失、破損、汚損した場合等には、事故の

費用により原状に復するか、または相当の代価を支払うものとする。 

● 利用者は機能訓練を行う場合、機能訓練指導員等の指示により行うものとします。 

● 利用者は、地域密着型通所介護事業者や他の利用者に対し、迷惑をおよぼすような

宗教活動、政治活動、営利活動等を行ってはなりません。 

● 利用者は、決められた場所以外での喫煙をしてはなりません。 

● 利用者の心身の状況等により特段の配慮が必要な場合には、利用者とその家族との

協議により、施設、設備の利用方法を決定します。 

 

 

＜秘密保持＞ 

● 事業者およびサービス従事者は、地域密着型通所介護サービスを提供する上で   

知り得た利用者および介護者（家族等）にも関する事項を正当な理由もなく第三者

に漏洩しません。この守秘義務はサービスが終了した後も継続します。 

● 事業者およびサービス従事者は、ご利用者に医療上、緊急の必要性がある場合には

医療機関等にご利用者に関する心身の状況等の情報を提供できるものとします。 

● ご利用者にかかる居宅介護支援事業者やその他居宅サービス事業所との連携を図

るために、個人情報を用いる必要がある場合、事前に同意の文書を交わすこととい

たします。 
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＜サービス従事者の倫理規定＞ 

● サービス従事者個人の電話番号や住所は、お知らせできないことになっております。 

● サービス従事者は、仕事中の茶菓、お礼は一切受け取れないことになっております。 

 

 

８．虐待の防止について 

  事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、下記の対策を講じま

す。 

  （１）虐待防止に関する責任者・担当者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 代表取締役  橋本 昭彦 

虐待防止に関する担当者 管理者兼生活相談員  橋本 昭彦 

   （２）成年後見制度の利用を支援します。 

   （３）苦情解決体制を整備しています。 

   （４）従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修（テレビ電話装置

等を活用して行うこともできるものとする）を実施します。 

 

９．身体拘束等の禁止 

  事業者は、利用者の身体拘束等の禁止のために、下記の対策を講じます。 

（１）身体拘束等の禁止に関する責任者・担当者を選定しています。 

身体拘束等禁止に関する 

責任者 
代表取締役  橋本 昭彦 

身体拘束等禁止に関する 

担当者 
管理者兼生活相談員  橋本 昭彦 

                                     

（２）事業者は、サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又 

は身体を保護するため緊急やむをえない場合を除き、身体拘束その他利用者の

行動を制限する行為（以下「身体拘束等」という。）を行いません。 

 

（３）事業者は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その様態及び時間、その際 

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由、その他必要な事項を記録

するものとします。 

（４）事業者は、身体拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じます。 

  ア 身体拘束との適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活

用して行うこともできるものとする）の定期的開催及びその結果について 

従業者への周知徹底（１年に 1回以上） 

  イ 身体拘束等の適正化のための指針の整備 

  ウ 従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修の定期的な実施     

（1 年に 1回以上） 
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１０．業務継続計画の策定等                          

・感染症に係る業務継続計画及び災害に係る業務継続計画を作成します。 

・感染症及び災害に係る研修（テレビ電話装置等を活用して行うこともできるもの

とする）を（年１回以上）に行います。       

・感染症や災害が発生した場合において迅速に行動できるよう、訓練を実施します。 

 

１１．緊急時の対応方法 

サービスの提供中にご利用者の容体に変化等があり、緊急の対応が必要と判断される

場合は、事前の打合せにより決めさせていただいた、主治医、救急隊、ご親族、居宅

介護支援事業者等へ連絡いたします。（原則としてデイサービスの職員は救急車への同

乗はいたしません） 

 

１２．サービス提供時の事故について 

● サービス提供中に事故が発生した場合は、利用者様に対し応急処置、医療機関への 

搬送等の措置を講じ、速やかに市町村、ご親族、居宅介護支援事業者等へ連絡いた

します。又、事故の状況及び事故に際して採った処置について記録するとともに、

その原因を解明し、再発生を防ぐための対策を講じます。 

● サービスの提供にともなって、当事業所の責めに帰するべき事由により、万一事故

が発生し、ご利用者の生命・身体・財産に損害が発生した場合には、速やかに必要

な措置を講じるとともに損害を賠償します。 

● 但し、ご利用者又はその代理人に予めご了解のあったサービス内容及びサービス 

手順での提供中に、ご利用者又はその代理人の重過失から事態が発生した場合には、

当事業所は賠償責任を免除、または賠償額を減じる事があります。 

● 当事業所では、万が一の事故発生に備えて前記１に記載の通り施設損害賠償責任 

保険に加入しています。 

 

● なお、当事業所の責めに帰すべからざる事由によって生じた損害については、  

当事業所は賠償責任を負いません。 

とりわけ以下の事由に該当する場合には、当事業所は賠償責任を免れます。 

① 利用者が、契約締結時にその疾患および身体状況等の重要事項について故意にこれ

を告げず、または不実の告知を行ったことに起因して損害が発生した場合。 

② 利用者もしくは介護者（家族等）が、地域密着型通所介護サービスの実施のため  

必要な事項に関する聴取・確認に対して故意にこれを告げず、または不実の告知を

行ったことに起因して損害が発生した場合。 

③ 利用者の急激な体調の変化等、事業者の実施した地域密着型通所介護サービスを 

原因としない事由に起因して損害が発生した場合。 

④ 利用者または介護者（家族等）が、事業者およびサービス従事者の指示・依頼に反

して行った行為に起因して損害が発生した場合。 
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１３．衛生管理等について 

（１）従事者は等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。 

（２）事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。 

（３）事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を

講じます。 

①事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テ

レビ電話装置その他の情報通信機器（以下「テレビ電話装置等」という）をおおむ 

ね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底してい

ます。 

②事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 

③従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施

します。 

１４．サービス提供の記録 

（1) 地域密着型通所介護の実施ごとに、そのサービスの提供日、内容及び利用料等を、

サービス提供の終了時に利用者の確認を受けることとします。また、利用者の確認

を受けた後は、その控えを利用者に交付します。 

(2) 地域密着型通所介護の実施の実施ごとに、サービス提供の記録を行うこととし、

その記録はサービスを提供した日から 5年間保存します。 

(3) 利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付

を請求することができます。 

 

１５．提供するサービスの第三者評価の実施状況について 

 

実施の有無     無し 

実施した直近の年月日  

実施した評価機関の名称  

評価結果の開示状況  
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令和6年6月1日より

【地域密着型通所介護サービス】 単位数
自己負担額

（円）

地域通所介護21・時減 2時間以上3時間未満 要介護　1 305 310

地域通所介護22・時減 要介護　2 351 360

地域通所介護23・時減 要介護　3 396 402

地域通所介護24・時減 要介護　4 440 447

地域通所介護25・時減 要介護　5 487 494

地域通所介護11 3時間以上4時間未満 要介護　1 416 422

地域通所介護12 要介護　2 478 485

地域通所介護13 要介護　3 540 548

地域通所介護14 要介護　4 600 609

地域通所介護15 要介護　5 663 673

地域通所介護21 4時間以上5時間未満 要介護　1 436 443

地域通所介護22 要介護　2 501 508

地域通所介護23 要介護　3 566 574

地域通所介護24 要介護　4 629 638

地域通所介護25 要介護　5 695 705

地域通所介護31 5時間以上6時間未満 要介護　1 657 667

地域通所介護32 要介護　2 776 787

地域通所介護33 要介護　3 896 909

地域通所介護34 要介護　4 1,013 1,028

地域通所介護35 要介護　5 1,134 1,150

地域通所介護41 6時間以上7時間未満 要介護　1 678 688

地域通所介護42 要介護　2 801 813

地域通所介護43 要介護　3 925 939

地域通所介護44 要介護　4 1,049 1,064

地域通所介護45 要介護　5 1,172 1,189

地域通所介護51 7時間以上8時間未満 要介護　1 753 764

地域通所介護52 要介護　2 890 903

地域通所介護53 要介護　3 1,032 1,047

地域通所介護54 要介護　4 1,172 1,189

地域通所介護55 要介護　5 1,312 1,331

地域通所介護61 8時間以上9時間未満 要介護　1 783 795

地域通所介護62 要介護　2 925 939

地域通所介護63 要介護　3 1,072 1,088

地域通所介護64 要介護　4 1,220 1,238

地域通所介護65 要介護　5 1,365 1,385

延長1 9時間以上10時間未満 各単位数に追加 50 51

延長2 10時間以上11時間未満 100 102

延長3 11時間以上12時間未満 150 153

*地域通所介護入浴介助加算Ⅰ 40 41

*地域通所介護個別機能訓練加算Ⅰ2 76 77

*地域通所介護職員処遇改善加算Ⅱ

食事・日常生活費等（単位　：円）
食費 650
日用品費 50
教養娯楽費 50
オムツ代 100
オムツ代 50
オムツ代 30
行事による外出・材料代 実費
キャンセル料

デイサービス　向日葵　料金表

尿とりパッド
外食・温泉等・ボランティア等

当日8：00までにお休みの連絡がない場合　500円/1回

おやつ代含む
トイレットペーパー・ティッシュ・シャンプー等

リハビリパンツ・テープ式
フラット

　　　所定単位数の9.0％

塗り絵・ちぎり絵等の創作活動

 



- 8 - 
 

１６．サービス内容に関する相談・苦情の窓口 

社内相談窓口 
当事業所相談窓口 

 

（電話）０７４４－４３－２３８７ 

（担当）橋本 昭彦 

外 部 苦 情 

申し立て機関 

桜井市 

介護保険相談窓口 

（電話）０７４４－４２－９１１１ 

    ＜内線 ２１６３＞ 

奈良県国民健康保険

団体連合会 

介護保険 指導相談係 

（電話）０７４４－２９－８３２６ 

 

 

店舗 

 

 

きゅう 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

苦情を処理するための体制 

 
 

↓ 
事実の調査と対応方法の検討 

↓ 
③ 迅速に改善を立て必要に応じて

全職員に周知し、改善策を実行

する。 

④ 全過程を記録し、以降同様の問

題が生じないように管理するも

のとする。 

また、苦情等が生じないよう対

応方法及びサービス内容につい

ては他の職種が定期的にチェッ

クし、苦情となることを未然に

防ぐよう努めるものとする。 

サービス提供時の事故発生時の体制 

事故発生 

・緊急性が高い場合    ・緊急性が低い場合 
店舗 受付 

救急車要請⇒家族、

責任者へ連絡 

⇒救急車にて搬送 

本人、家族に報告し

謝罪する。責任者に

連絡して対応の指

示を仰ぎ、対応でき

る事はその場で行

う 事実の調査・確認 

① 原因と結果の明確化 

② 責任の所在と内容の明確化 

③ 具体的な対応策の立案 

④ 具体的な再発防止策 

① 原因が弊社にあ

れば対応策の実

行 

② 再発防止の実行 

③ 従事者の改善点

確認、精神的フォ

ロー 

① 謝罪 

② 対応策の実行 

③ 損害賠償 

④ 調査結果、対応

策、再発防止策

の説明 

苦情を処理するための体制 

 
苦情発生 

↓ 
事実の調査と対応方法の検討 

↓ 
① 迅速に改善を立て必要に応じて

全職員に周知し、改善策を実行

する。 

② 全過程を記録し、以降同様の問

題が生じないように管理するも

のとする。 

また、苦情等が生じないよう対

応方法及びサービス内容につい

ては他の職種が定期的にチェッ

クし、苦情となることを未然に

防ぐよう努めるものとする。 

 ↓ 
利用者、家族様への報告 

① 調査内容、改善策、今後の対応

について説明し謝罪する。 

  ↓ 
苦情処理の様式に記入 

非常災害時の対策 

災害時の対応  別途定める「防災及び非常災害時対応マニュアル」にのっとり対応する 

近隣との協力関係 桜井市消防署に応援をお願いします 

平常時の研修  マニュアルに基づき年 1 回研修を行います 

防災設備  自動火炎報知機・誘導幻（ガス漏れ報知機）・シャッター・屋内消火器・

    非常通報装置・カーテン等は防炎性能の有る物を使用しています 
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年   月   日 

 

 

 

地域密着型通所介護サービスの提供開始にあたり、本書面に基づいて重要事項の説明

を行いました。 

＜説明者＞ 

        事業所名      株式会社 灯虹 

【 デイサービス 向日葵 】                

                                            

        担当者名  

               管理者兼生活相談員  橋本 昭彦     印       

 

 

 

私は、本書面に基づいて事業者から地域密着型通所介護サービスについての重要事項

の説明を受け、地域密着型通所介護サービスの提供開始を同意しました。 

 

 

＜利用者＞ 

住  所 

                                  

   氏  名 

                               印  

   電話番号・ＦＡＸ番号 

                                  

＜代理人＞ 

住  所 

                                  

   氏  名   

                               印  

      （続柄      ） 

   電話番号・ＦＡＸ番号 

                                   

 

 

 

 

 


